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１．はじめに 

本論文は、国土交通省の事務所レベルの業務継続計画

（以降、ＢＣＰと称す）を策定するにあたり、災害時に

おいて最も重要な資源である人員に着目し、災害時にお

ける対応を円滑に実施するための対策について検討を

行ったものである。具体的には、業務を継続するにあた

り必要な人員数と参集できる人員を整理し、不足人数を

明らかにした上で、災害復旧業務の優先順位付け、

CCTV による情報収集の実施、一般業務の目標復旧時期

の見直しを行った。また今後の課題として、人員の支援

方策について整理した。 
２．ＢＣＰの意義 

ＢＣＰは、災害時において、自らも被災し、資源（人、

モノ、情報、ライフライン）が限られる条件下において、

災害時対応を円滑に行うために、平常時から資源の確保

に努めるともに、業務に優先順位をつけて限られた資源

を有効に配分することで、効率的に実施することを目的

としている。ＢＣＰを策定することで、限られた資源を

有効に活用し、災害時対応を職員が過度に疲弊すること

なく円滑に実施できるようになることが期待される。 
３．前提条件の整理 

3-1 直下型地震 
対象とする地震は、事務所庁舎が最も被害が大きくな

る直下型地震を想定した。事務所庁舎で震度 6 強、所管

する出張所建屋でも震度 6 程度発生すると仮定する。た

だし、事務所庁舎並びに出張所建屋は、震災後も倒壊せ

ず、必要な執務環境を有していると仮定する。 

3-2 被害状況 
発災後のﾗｲﾌﾗｲﾝ（水道、電気、ガス、交通機関）の想

定被害状況を表 1 に示す。 
表 1 想定被害状況 

項目 復旧までの時間 
水道 事務所周辺が復旧するまでに 3 日要する

電気 事務所周辺が復旧するまでに 3 日要する

ガス 復旧までに 1 週間以上要する 
交通機関 発災後全て停止。復旧までに 3 日要する

3-3 一般業務と災害対策業務 
 一般業務とは、平常時において課・出張所単位で実施

している業務である。 
 災害対策業務とは災害後に新規に発生する業務であ

る。災害対策部運営計画に示される業務である。 
3-4 平常時と災害時の組織体制 

以下に、平常時と災害時の組織編成と災害時における

班の主な業務内容を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 平常時と災害時の組織編成 
3-5 参集人員数の整理 

公共交通機関が全て停止し、徒歩により参集するもの

と仮定した。参集時間は、職員の住所と勤務先の直線距

離を移動速度 3m/s で割って求めた。 
 
 
 
 
 
 

図 3 参集人員の整理 
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４．目標復旧時間と必要人員の整理 

4-1整理の方法 
一般業務と災害対策業務の目標復旧時間と業務を継続・

開始するために必要な人員を職員へのアンケートにより把

握した。目標復旧時間とは、業務を再開しなければ、国民

生活に支障を及ぼす時期であり、これまでに業務を復旧し

なければならない。なお、災害対策業務は、発災後直後か

ら実施し、一般業務は2日目から再開する。 
また、必要な人員は、以下の表のように分類して与えた。 

表2 人員の経験の分類 
人員の分類 内 容 

職務経験有り 自らの判断で業務を進めることができる
者として係長クラス以上と定義した 

事務所・職務
経験有り 

職務経験に加えて、1 年以上、事務所に
在籍した経験がある者。 

経験無し 係長クラスの下で指示を仰ぎながら業務
に携わる者。 

表3 目標復旧時間と必要人員（例：用地課、一般業務） 
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4-2必要人員と人員の整理 
事務所全体と管理班と工務班の必要人員と参集人員を示す。 
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図4-1 必要人員と参集人員の経時変化（例：事務所全体） 
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図4-2 必要人員と参集人員の経時変化（例：管理班） 

0

5

10

15

20

25

30

35

発
災
後

～
1
時

間

1
時
間

～
3
時
間

3
時
間

～
6
時
間

6
時
間

～
1
2
時
間

1
2
時
間

～
1
日
間

2
日
間

～
3
日
間

4
日
間

～
7
日
間

8
日
間

～
1
4
日
間

1
5
日
間

～
3
0
日
間

1
ヶ
月
以

上

経過時間

人
数

事務所・職務経験有り 職務経験有り 経験無し

事務所・職務経験有り 職務経験有り 経験無し

災害対策業務

一般業務

参集人員16人

 
図4-3 必要人員と参集人員の経時変化（例：工務班） 

５．結論 

業務継続に必要な人員を積み上げて不足人員を明らかに

するともに、人員が少ない中（発災後～6時間）での災害時

対応と一般業務の目標復旧時間を見直した。 

① 災害対策業務に優先順位を付けて実施する（表 4）。 
② 6 時間目から、限られた人員で情報収集を始めるため

に、CCTVを利用して概略の情報収集を行う。詳細な

現地状況の把握は人員が集まってから実施する。 
③ 一般業務の目標復旧時間を先送りする。この際、職員

とのヒアリングを通して職員自ら判断させた。 
表4 発災後の活動内容 

経過時間 項 目 
参集人員の把握（安否確認を含む） 
要員配置 
庁舎等の安全点検 

1 時間 電源・情報処理・通信施設等の点検 
3 時間 予備発動機の動作確認 
6 時間 情報収集開始（CCTV による概略把握）
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図5-1 必要人員と参集人員の経時変化（例：事務所全体） 
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図5-2 必要人員と参集人員の経時変化（例：管理班） 
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図5-3 必要人員と参集人員の経時変化（例：工務班） 

６．今後の課題 

 人員確保の方策として、本局及び被害の少ない事務所、

TEC－FORCE等からの支援、協定先との連携等につい

て検討する必要がある。 
 必要人員は、1日目の勤務時間を24時間、2日目以降を

9:00～24:00 と想定している。2 日目以降も班によって

は徹夜が連続することが予想される。そこで、必要人員

は、交代を考慮して2倍程度みておくことが必要である。 
 人員補充は、単に人員数を確保するのでなく、災害対策

業務内容に応じて、職務経験の有無や事務所経験の有無

を勘案して、データベース化しておく必要がある。 

一般業務の目標復旧時間の先送りCCTV等による被害状況把握

目標復旧時間と必
要人員の整理 
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